
第 11 次愛知県職業能力開発計画の概要 

  

計画の進捗管理 

計画の進捗を的確に管理するため、計画期間の最終年である 2025 年の「目指すべき地域の

姿(アウトカム指標)」及び、これを目指して取り組む「県や関係機関が実施すべき目標(ア

ウトプット指標)」を設ける。 

これらの指標は、計画策定後に開催する愛知県職業能力開発審議会にて進捗管理する。 

あいち人財力強化
プロジェクト  イ
メージキャラク

ター「アイチータ」 

職業能力開発促進法に基づき策定した第 10 次愛知県職業能力開発計画が 2020 年度で期限を迎 

えるため、2021 年度から 5 年間の県内の職業能力開発に関する基本となる第 11 次計画を策定する。 

計画期間 
2021 年度から 2025 年度 
までの 5 年間 

国(厚生労働省) 

第 11 次職業能力開発基本計画 
(2021 年 3月策定) 

あいちビジョン 2030 (2020 年 11 月策定) 
第 2期愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生
総合戦略 (2020 年 3 月策定) 

第 11 次愛知県職業能力開発計画 
(2021 年 4 月策定) 

愛知県 

あいち経済労働ビジョン 2021-2025 (2020 年 12 月策定) 

計画の位置づけ・計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染症に対するリスクマネジメントや DX（デジタルトランスフォーメーション）の進展な

どにより大幅な社会変革が予想される中で、職業能力開発に向けて着実に取り組んでいく。 

モノづくり人材に求められてきた高度な技術や技能の継承に加え、生産性の向上や新事業

の創出に向けて、デジタル技術を利活用できるスキルも重要性を増す。 

職業人生の長期化に応じて、社会から求められる職業能力も変化する。子供の頃だけでは

なく、社会に出てからも労働者が学び続けられるような環境や機会が必要である。 

本県の強みは、製造品出荷額等の 43 年連続日本一を支える「モノづくり」であり、モノづ

くり企業の大半を占める中小企業を中心に、人材育成支援の充実を図る。 

計画の目標 

モノづくり産業の集積拡充とデジタル化への対応の基盤となる 

高度な人材の育成 

施策の柱 (1) 

高度なモノづくり

技術・技能を有する

人材の育成支援 

施策の柱 (2) 

デジタル人材の育

成・確保 

施策の柱 (3) 

キャリア教育の推

進とリスキリング・

 

施策の柱 (4) 

中小・小規模企業の

人材育成の支援 

参考資料３ 



 

 
計画の概要図 
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 日本一元気な愛知  

 
「産業首都あいち」 

日本一の産業力で日

本の未来を切り拓

く、国際イノベー

ション都市へ 

「すべての人が 

輝くあいち」 
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の全ての人が活躍で
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目指すべき愛知の実現を支える 
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